
今後の事業の方向性について
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１．コロナ禍におけるまちづくり
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コロナウイルス感染症の出現により、これからのまちづくりは大きく様変わりします。
今後、年末年始時にて一定数の店舗が閉店を選択される事が想定されます。
また、これまでは堅調に推移していた新規開業店舗数も大きく鈍化する状況となります。
加えて、建物の老朽化進展による建替計画（再開発や大規模リノベーション等）に関する

テナントリーシングについても、全国的に難しい状況に陥っております。
どの地域も事業スケジュールを大きく見直し、１ケ年程度の計画延長を検討しています。

山形市ではこうした状況の中、『感染症に強いまちづくり』を推進していく方向にあります。

２．ウォーカブル推進都市を目指したまちづくり

現在、国土交通省では、『｢居心地が良く歩きたくなる｣まちなかの創出による｢魅力的なまち
づくり｣』いわゆるウォーカブル推進都市を目指していく方向にあります。
なお、山形市は国土交通省のウォーカブル推進都市として既にその指定を受けております。

１．現 状１．現 状



１．空き店舗対策事業
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これまでの空き店舗対策事業

１）リサーチ 域内の店舗状況を毎月１回程度、継続的にリサーチを実施。
出店者へ対して、情報提供を実施する。

２）補助事業 行政にて新規開業者へ対する補助制度の構築。
３）店舗紹介 サポートセンターにより、開業者へ空き店舗等の紹介と補助事業説明。
４）新規開業 空き店舗等を活用して、新規に開業頂く。

これまでは、こうした空き店舗対策事業を着実に実施していく事で、山形市中心市街地内の
店舗形成は一定に安定化の方向へ向かっていました。
しかしながら、コロナウイルスの出現により、個別店舗の収益構造が急速に悪化した結果、

単なる空き店舗対策事業だけでは、形成保全が困難な状況となることが想定されます。
加えて、先述したとおり、建物の老朽化進展による建替計画（再開発や大規模リノベーショ

ン等）に関するテナントリーシングについても、全国的に難しい状況に陥っております。
今後、山形エリアマネジメント協議会でテナントリーシングを行っていくためには、外部専門

家のアドバイスを受けながら、スタッフの育成を図っていく必要があると考えます。

２．今後の事業の方向性２．今後の事業の方向性



２．情報発信事業
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現在、中心市街地エリアにおける店舗情報・駐車場情報を集約し、街なかの総合サイトと
して「はい！やまがたでした！」を構築、情報の発信を行なっています。
今後はこうした単なる情報発信を展開するのではなく、商業店舗にとって有用なサービス

を提供する仕組みを検討していきます。

情報発信事業（情報集約サイト）における事業展開例

コロナウイルスの出現により、収益が悪化している市内全域の小売店や飲食店舗、サービ
ス業態店舗に対して、ネット通販機能やオンライン予約機能、アルバイト等、スタッフ募集か
らクーポン機能まで多岐にわたるインターネットツールを提供、販路の拡大や３密を回避した
集客及び店舗経営改善が行なえるサポート展開を実施。
※一般的なネット通販サイトのように有料サービスではなく、あくまで無料で提供。



３．キャッシュレス事業
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これまでは、店舗内におけるキャッシュレス対応を推進してきましたが、今後はキャッシュレ
スを含む、域内データマーケティングをベースとしたプラットホーム構築へとシフトします。
こうした事業の実現には、公共交通（ＪＲ及びバス路線）のＩＣカード化と多くの市民による

交通系ＩＣカード利用が必要となります。 想定される事業は４つです。

（①キャッシュレスプラットホームの構築）

各店舗へキャッシュレス対応を推進するだけでは、収益事業とはなりません。
そのため、山形エリアマネジメント協議会が、各店舗へ設置される端末機等の紹介総代理

店となり、共通端末を中心市街地へより多く設置していくことにより、各店舗のキャッシュレス
支払い高に対するペイバック（手数料）を受領出来る仕組みを構築します。
※金沢市では、ラカラジャパンと連携して取り組んでいます。



３．キャッシュレス事業
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（②交通系ＩＣカードの利用）

公共交通がＩＣカード化される場合、地域内での取り組み方式には２通りがあります。
１）独自の地域ＩＣカード（suicaベース）を発行、域内で管理する方式

この場合、管理システムの設備投資が別に発生、カードも別に発行経費が生じます。
２）suicaそのものを拡販、域内では管理せず、ＪＲグループへ総委託する方式

管理等の設備投資はなく、カードはスマートフォンなら、アプリで無料利用が可能。

どちらの方式で導入する場合にも、重要となるのは、交通系ＩＣカードの利用動向データの
取得と閲覧が行なえるか否かにあります。
suicaベースの交通系ＩＣカードでは、次のようなデータを閲覧する事が可能です。
こうしたデータを活用したデータマーケティングによるまちづくり事業の検討が実施できるか

どうかが非常に大きな鍵となります。

⇒ ＩＣカード（電子マネー）による性別・年齢別等の購買データ取得
⇒ ＩＣカードによる公共交通の利用動向分析データの取得

そのため、今後、地域交通としてのバス路線において、交通系ＩＣカードを導入する場合に
は、こうした内容の確認を行いながら、進めていければと考えます。
加えて、ＪＲ・バス会社・行政・会議所等による交通系ＩＣカード利用検討委員会のような

組織を立ち上げ、ＪＲ・バス・商業等全交通系ＩＣカード利用データの相互利活用が行なえ
る仕組み作りを検討していければと思います。



３．キャッシュレス事業（交通系ＩＣカードデータ）
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下図は大分市において、独自の交通系ＩＣカード（suicaベース）システムから抽出した
大分市の中心市街地メインストリートのバス利用トラフィックデータです。
週末、それも日曜日の利用が圧倒的に低いことが分かります。
なお、下図は駅ビル完成前のデータであり、完成後は週末が約３倍強に伸びています。
交通系ＩＣカード利用により、【ベニちゃんバス】でも同様のデータが簡単に抽出できます。



３．キャッシュレス事業

8

（③ＩＣカードによる駐車場決済の導入）

公共交通がＩＣカード化される事で、域内での決済に有効となるのが、駐車場です。
駐車場でのＩＣカード決済が導入出来れば、複合的な事業展開が可能となります。

【ＡＭＡＮＯ等の駐車場精算機への
ＩＣカード決済端末付加による決済
サービス導入】

suicaベースの交通系ＩＣカードで
あれば、あらゆる種類の交通系ＩＣ
カードの決済が可能です。
１駐車場精算機単位にて、設備
投資は２０万～４０万円程度です。

特に山形のように湿度の高い地域
では、駐車場精算機における不良
原因である紙幣読み込み不良等の
支障が大きく緩和されます。



３．キャッシュレス事業

9

（④ＩＣカードによる商業決済と駐車場ポイント付与事業の展開）

【商業店舗等への決済＆ポイント付与端末設置による駐車場ポイントサービスの展開】
公共交通ＩＣカードにより、現在、コンビニ等で決済されているように、一般商業店舗

でも気軽に決済が行なえるようになります。
加えて、店舗のお客様へ共通駐車券ではなく、suicaベースの交通系ＩＣカードへ対し

て、ポイントを付与し、駐車場をご利用頂くサービスの提供も可能となります。

なお、こうしたサービス展開が行なえるか否かは、公共交通がＩＣカード事業を導入する
段階の協議で決定するため、事前の確認等が重要となります。
また、商業店舗等に設置する端末も決済だけを行なう端末は比較的安価に導入出来ます

が、ポイント付与型の端末になるとかなり高額となる可能性もあります。

いずれにしても、公共交通におけるＩＣカード化事業は、単にバスにおける決済が出来れば
良いというだけで検討するものではありません。
全方位的な検討とそれによる行政支援をも検討していく必要があります。

ポイント付与で
駐車場精算



４．駅前周辺の都市再生整備の推進
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現在、下図のエリアにおいて駅前周辺の再生整備計画を検討しています。
本エリアにおいて、公園や歩道等の公共空間利活用から商業外集客コア施設の設置及

び老朽建物の整備改善事業等を一体的に進めていきたいと考えています。

N



４．駅前周辺の都市再生整備の推進
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駅前周辺部での都市再生整備を行う際に、現在想定される事業素案は以下のような
内容があります。

【大規模＆中規模ハード事業】
１．駅前街区における中規模再開発事業（ビブレ跡地開発）
２．かすみ公園周辺における大規模再開発事業
３．すずらん商店街区における中規模再開発事業（モデル街区）
４．すずらん商店街区における減築方式によるリノベーション事業（４階建て⇒２階建て）

【小規模ハード事業＆ソフト事業】
１．すずらん商店街区における個別リノベーション事業
２．すずらん商店街区におけるテラス化プロジェクト事業
３．すずらん商店街区における道路空間オープン化事業
４．駅前商店街区における歩道等公共空間利活用事業
５．公園空間の利活用（パークＰＦＩ事業の展開）

上記のような事業素案を具体化していきたいと考えますが、以下のような棲み分けにより、
事業展開を図っていければと思います。

【大規模＆中規模ハード事業】 ⇒ 山形エリアマネジメント協議会・連携する法人
【小規模ハード事業＆ソフト事業】 ⇒ エリア毎の都市再生推進法人


